































x＋ムB＋ムS= M +I+ W + i B + D (2.1) 
の恒等式が成り立つ。また，キャッシユ・フローベースの付加価値（v）は，










TB(R) = X-M-I (2.4) 
および，実物取引と金融取引を含めるR+Fベー ス，















ものである。ミード報告(1978）の普遍的支出税（Universal Ex pen di tureTax) , 
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シュ・フローから雇用者への支払いを控除した額に等しい。具体的に示せば，

























T = t (V-W) + t (W-E) = t (V-E) (3.3) 
として表される。これからわかるように，企業部門と個人部門とを合わせた課







T = tp(V-W)+tH(W-E) (3.4) 
で表わされる。ここで，個人税の税率は3段階の累進税率であり，最高税率は
企業税率と同一になっている。彼の例示では， tp=7%, E=l0,000ドル，
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法人税の税体系は，
T = t ・TB 
で表される。税率は33%の比例税率である 08) 
一方個人については，課税ベースは（2.3）式を用いて，
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TB = X-M-I -W-i B＋ムB (5.1) 
で与えられる。また，税体系は，
T = t ・TB (5.2) 
で表される。税率は比例税率である。
個人税については，課税ベースはRベースである。税体系は，













































ら，また税額をT，税率を t(11 %），社会保障負担をA，税額控除率を T (7.6 
5%）とすると企業税の税体系は，












































































































11) us A税については， Ginsberg(1995),Merrill-Edwards(1996), Slemrod-Bakija 
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